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当資料のお取扱いにおけるご注意
当資料は投資判断の参考となる情報提供を⽬的として⼤和アセットマネジメント株式会社が作成したものであり、勧誘を⽬的としたもの

ではありません。投資信託のお申込みにあたっては、販売会社よりお渡しする「投資信託説明書(交付⽬論⾒書)」の内容を必ずご確認の
うえ、ご⾃⾝でご判断ください。
当資料は信頼できると考えられる情報源から作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありません。運⽤実績などの

記載内容は過去の実績であり、将来の成果を⽰唆・保証するものではありません。記載内容は資料作成時点のものであり、予告なく変更
されることがあります。また、記載する指数・統計資料等の知的所有権、その他⼀切の権利はその発⾏者および許諾者に帰属します。

◼当資料の中で個別企業名が記載されている場合、それらはあくまでも参考のために掲載したものであり、各企業の推奨を⽬的とするもの
ではありません。また、ファンドに今後組み⼊れることを、⽰唆・保証するものではありません。
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⼤⼿銀⾏向け
中規模銀⾏向け（2018年4⽉から）
⼩規模銀⾏向け（2018年4⽉から）
中⼩規模銀⾏向け（2018年4⽉まで）

預⾦準備率を引き下げ、⾦融緩和姿勢を強める
中国⼈⺠銀⾏（以下、中銀）は12⽉6⽇（現地）、ほぼすべての⾦融機関に対して預⾦準備率を0.5％ポ

イント引き下げると発表しました。3⽇の李克強⾸相の発⾔「適時預⾦準備率を引き下げる」を実⾏した
もので、15⽇から実施されます【図表1】。今回の引き下げで約1.2兆元相当（約21兆円）の流動性が供
給されます。12⽉中旬に返済期限を迎える約9,500億元のMLF（中期貸出ファシリティ、中銀の資⾦供給
ツール）を差し引いても、追加的な流動性が⾦融市場に供給されることになります。

同じく6⽇には、12⽉開催の中国共産党中央政治局会議のコミュニケも発表されました。経済に関して
は、従来よりも景気を重視する内容でした。具体的には、2022年の経済政策⽬標において「安定」が最初
に取り上げられていますが、景気下⽀えを最重要視する意向が読み取れます。また、不動産市場に関して
は従来の「住宅は住むものであり、投機の対象ではない」との⽂⾔が削除され、「合理的な居住需要を満
たすための住宅市場を⽀え、不動産市場の発展を促進」と記されました。不動産業への厳格な規制の緩和
を⽰唆しているとみられ、⼤⼿不動産会社の信⽤不安の波及を防ぐ意図があると思われます。

⾜元の中国経済指標は低迷しているものが多く、景気モメンタムは弱い状況にあります【図表2】。資
産バブルを警戒する当局が景気対策に出遅れ、景気が下振れするリスクも⾼まっていました。そのため、
中銀の⾦融緩和姿勢の強化は市場に安⼼感を与えると考えます。今後は市中銀⾏のLPR（最優遇貸出⾦
利）引き下げの可能性もあり、景気の下振れリスクは後退すると考えられます。

中国が預⾦準備率を引き下げ
⾦融緩和とともに不動産規制も緩和される可能性
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図表1 各種預⾦準備率の推移 図表2 主要経済指標の推移

（出所）CEIC （出所）中国国家統計局

（2019年1⽉〜2021年10⽉）（前年同⽉⽐、％）

※実⾏⽇ベース、今回の引き下げ予定⽇まで

（2009年初〜2021年12⽉15⽇）（％）

'19/1 '19/7 '20/1 '20/7 '21/1 '21/7
-20

-10

0

10

20

30

40

不動産投資

鉱⼯業⽣産

※2⽉のデータは、1-2⽉合計
の前年同期⽐を計算したもの


